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（参考１）ワムネットにおける情報開示項目（参考１）ワムネットにおける情報開示項目

基本情報

・施設・課程名称、住所、電話番号・FAX番号、種類・修業年限、定員、開設年月日

・設置主体名称、設置主体住所、設置主体理事長

・学校長、専任事務職員

教員情報

・専任教員の氏名、担当科目、保有資格

・専任教員以外の教員の氏名、担当科目、保有資格

・教員の異動状況

実習施設情報
・施設名、施設種別、運営主体、設置年月日、入所定員、実習指導者

・実習の配属施設名、施設種別、期間、実人数、巡回指導の実施回数

運営状況情報

・授業科目、授業の実施形態、時間数

・入学定員、受験者数、合格者数、辞退者数

・前々年度までの卒業者数、前年度の卒業者数、前年度までの卒業者数の合計

・健康診断の項目、健康診断の内容

・費目、本年度の負担額、前年度の負担額

・就職先の施設種別、卒業者のうちの就職者数
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介護職員基礎研修事業者 介護サービス事業者

法人に関する情報

○ 法人格、法人名称、住所

○ 代表者名、研修事業担当理事、取締役名

○ 法人名称、住所

○ 代表者氏名、取締役名

○ 法人の設立年月日 等

事業者に関する情報

○ 事業所名称、住所

○ 理念

○ 学則

○ 研修施設、設備

○ 事業所名称、住所、電話番号

○ 介護保険事業所番号

○ 事業所の管理者氏名、職名

○ 事業所までの利用交通手段 等

事業内容に関する情報

○ 対象

○ 研修のスケジュール（期間、日程、時間数）

○ 定員（集合研修、実習）と指導者数

○ 研修受講までの流れ（募集、申し込み）

○ 費用

○ 留意事項、特徴、受講者へのメッセージ等

○ 課程編成責任者名

○ 科目別シラバス

○ 科目別担当教官名

○ 科目別特徴

○ 科目別通信、事前、事後学習とする内容及び時間

○ 通信課程の教材、指導体制、指導方法、課題

○ 修了評価の方法、評価者、再履修等の基準

○ 協力実習機関の名称、住所

○ 協力実習機関の介護保険事業の概要

○ 協力実習機関の実習担当者名

○ 実習プログラム内容、プログラムの特色

○ 実習中の指導体制、内容

○ 協力実習機関における延べ実習数

○ 運営方針

○ 介護サービスの内容

○ 介護サービスの特色

○ 介護サービスの利用料 等

従事者に関する情報

○ 名前

○ 略歴、現職、資格

○ 職種別の従業者の数

○ 従業者の勤務形態、労働時間、従業者1人当たりの利用者数

○ 従業者の経験年数 等

実績に関する情報
○ 過去の研修実施回数（年度ごと）

○ 過去の研修延べ参加人数（年度ごと）

○ 利用者への介護サービスの提供実績 等

その他の情報

○ 申し込み、資料請求先

○ 法人の苦情対応者名、役職、連絡先

○ 事業所の苦情対応者名、役職、連絡先

○ 苦情対応窓口の状況

○ 賠償すべき事故が発生した場合の対応

○ 利用者の意見把握の体制、第三者評価の実施状況 等

（参考２）他制度における情報開示項目（参考２）他制度における情報開示項目

（注１）介護職員基礎研修については、必須項目のみ整理した。

（注２）介護サービス事業者については、介護サービス情報の公表制度のうち、基本情報のみ整理した。
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３．見直し案３．見直し案

（１）情報開示の項目

○ 介護福祉士養成施設における情報開示の項目については、介護職員基礎研修事業者やワム

ネットにおける情報開示の項目を参考としつつ、次のとおり定め、これらの開示を義務付けることと

する。

【法人情報】

① 法人種別、法人名称、法人の主たる事務所の住所・連絡先
② 法人代表者氏名
③ 養成施設以外の実施事業
④ 財務諸表

【養成施設情報】

① 養成施設名称、養成施設の住所・連絡先
② 養成施設代表者氏名
③ 養成施設の開設年月日
④ 学則
⑤ 研修施設、図書館（蔵書数を含む。）等の設備の概要
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【養成課程情報】

① 養成課程のスケジュール（期間、日程、時間数）
② 定員
③ 入学までの流れ（募集、申し込み、資料請求先）
④ 費用
⑤ 科目別シラバス
⑥ 教員数、科目別担当教員名（教員の名前、略歴、保有資格）
⑦ 教材
⑧ 協力実習機関の名称、住所、事業内容
⑨ 実習プログラムの内容・特徴

【実績情報】

① 卒業者の延べ人数
② 卒業者の進路の状況（就職先の施設種別、卒業者のうちの就職者数）

【その他情報】

その他、利用者の選択に資する情報
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（２）情報開示の方法等

○ ワムネットや養成施設のホームページ等を通じて、広く一般に公開することを原則とする。

○ なお、入学希望者等が開示された情報を容易に比較検討できるよう、情報開示に係る標準的な

様式例を示すことを検討する。

（３）留意事項

○ 情報開示の義務付けと併せて、開示内容の適正性を担保する観点から、虚偽又は誇大な情報

を開示した場合について、指定の取消事由に位置付けることとする。



87

Ⅸ 国家試験の受験資格における
実務経験の範囲
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Ⅸ 国家試験の受験資格における実務経験の範囲

○ 国家試験の受験資格における実務経験の範囲については、介護を行う職員の必置が
求められている事業のみならず、高齢者や障害者等介護が必要な者の利用が想定され
る事業を幅広に認めるという考え方に立って、一般病床や精神障害者社会復帰施設等
を加えるなど、改めて整理を行う。

○ また、これと併せて、実務経験として算定できる期間は、雇用契約に基づき従事した期
間に限るものとし、ボランティアにより従事した期間は除くものとする。

※１ 平成18年12月に取りまとめられた社会保障審議会福祉部会意見書においては、次のとおり指摘が

なされている。

・ 介護福祉士資格の取得方法の一元化に当たっては、それぞれの教育プロセスにおける教育内容や実務
経験の水準を統一することが前提であることから、実務経験の取扱いについても、点検を行っていく必要が実務経験の取扱いについても、点検を行っていく必要が
ある。ある。

・ 実務経験の範囲として認められるものは、特別養護老人ホームにおける介護職員等としての経験等の限
定列挙されたものに限られているが、実務経験として認められる範囲について点検を行っていくほか、ボラ
ンティアとして従事した場合にあっても実務経験の期間として算入される現行の取扱いについても、見直すンティアとして従事した場合にあっても実務経験の期間として算入される現行の取扱いについても、見直す
方向で検討するべきである。方向で検討するべきである。

※２ また、今般の社会福祉士及び介護福祉士法の改正においては、近年の多様な介護ニーズの顕在化
等を踏まえ、介護福祉士が行う介護の定義について、 「入浴、排せつ、食事その他の介護」から「心身
の状況に応じた介護」に改めることとしており、「介護」の概念は、身体介護にとどまらず、心理的・社会的
な支援も含む幅広い概念として再定義している。
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１．現行制度における実務経験の範囲１．現行制度における実務経験の範囲

高齢者 障害者・児 その他

○ 老人デイサービスセンター
○ 指定通所介護（予防含む）
○ 指定認知症対応型通所介護
○ 老人短期入所施設
○ 指定短期入所生活介護（予防含む）
○ 養護老人ホーム
○ 特別養護老人ホーム
○ 軽費老人ホーム
○ ケアハウス
○ 有料老人ホーム
○ 指定小規模多機能型居宅介護（予防含む）
○ 指定訪問入浴介護 （予防を含む）
○ 指定認知症対応型共同生活介護（予防を含む）
○ 介護老人保健施設
○ 指定通所リハビリテーション（予防を含む）
○ 指定短期入所療養介護（予防を含む）
○ 特定施設入居者生活介護
○ 指定訪問介護（予防を含む）
○ 指定夜間対応型訪問介護
○ 介護療養型医療施設
○ 老人性認知症疾患療養病棟
○ 介護力強化病棟
○ 療養病床

○ 知的障害児施設
○ 自閉症児施設
○ 知的障害児通園施設
○ 盲児施設
○ ろうあ児施設
○ 難聴幼児通園施設
○ 肢体不自由児施設
○ 肢体不自由児通園施設
○ 肢体不自由児療護施設
○ 重症心身障害児施設
○ 重症心身障害児（者）通園事業
○ 国立病院等委託病床
○ 障害者デイサービス事業
○ 短期入所
○ 障害者支援施設
○ 療養介護
○ 生活介護
○ 共同生活介護
○ 自立訓練
○ 就労移行支援
○ 就労継続支援
○ 旧知的障害者援護施設（更生、授産）
○ 旧身体障害者更生援護施設（更生、療護、授産、

福祉工場）
○ 福祉ホーム
○ 移動支援事業
○ 身体障害者自立支援事業
○ 日中一時支援事業
○ 生活サポート事業
○ 経過的デイサービス事業
○ 訪問入浴サービス事業
○ 地域活動支援児センター
○ 在宅重度障害者通所援護事業
○ 知的障害者通所援護事業
○ 居宅介護
○ 重度訪問介護
○ 行動援護
○ 外出介護

○ 救護施設
○ 更生施設
○ 地域福祉センター
○ 隣保館デイサービス事業
○ のぞみの園
○ ハンセン病療養所
○ 原子爆弾被爆者養護ホーム
○ 原子爆弾被爆者デイサービス事業
○ 原子爆弾被爆者ショートステイ事業
○ 労災特別介護施設
○ 原爆被爆者家庭奉仕員派遣事業
○ 家政婦紹介所
○ 介護等の便宜を供与する事業（基準該当サービ

ス等）
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現在、実務経験の期間として認められるのは、特別養護老人ホーム等における
介護職員としての経験等の限定列挙されたものに限られている。

また、上記により限定列挙されたものに該当すれば、ボランティアとして従事し
た場合にあっても、実務経験の期間として算入される取扱いとなっている。

【見直しの方向】

○ 実務経験として認められる範囲について、点検を行い、
・ 認知症疾患治療病棟における経験
・ 急性期医療機関における看護助手としての経験
等も含めるかどうかについて検討を行う。

○ ボランティアとして介護等の業務に従事した期間は、実務経験の期間として
は認めないこととする。

実務経験の範囲

（参考）平成（参考）平成1818年年1111月月2020日第３回社会保障審議会福祉部会資料日第３回社会保障審議会福祉部会資料
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２．見直し案２．見直し案

高齢者 障害者・児 その他

○ 老人デイサービスセンター
○ 指定通所介護（予防含む）
○ 指定認知症対応型通所介護
○ 老人短期入所施設
○ 指定短期入所生活介護（予防含む）
○ 養護老人ホーム
○ 特別養護老人ホーム
○ 軽費老人ホーム
○ ケアハウス
○ 有料老人ホーム
○ 指定小規模多機能型居宅介護（予防含む）
○ 指定訪問入浴介護 （予防を含む）
○ 指定認知症対応型共同生活介護（予防を含む）
○ 介護老人保健施設
○ 指定通所リハビリテーション（予防を含む）
○ 指定短期入所療養介護（予防を含む）
○ 特定施設入居者生活介護
○ 指定訪問介護（予防を含む）
○ 指定夜間対応型訪問介護
○ 介護療養型医療施設
○ 老人性認知症疾患療養病棟
○ 介護力強化病棟

○ 知的障害児施設
○ 自閉症児施設
○ 知的障害児通園施設
○ 盲児施設
○ ろうあ児施設
○ 難聴幼児通園施設
○ 肢体不自由児施設
○ 肢体不自由児通園施設
○ 肢体不自由児療護施設
○ 重症心身障害児施設
○ 重症心身障害児（者）通園事業
○○ 児童デイサービス児童デイサービス
○ 国立病院等委託病床
○ 障害者デイサービス事業
○ 短期入所
○ 障害者支援施設
○ 療養介護
○ 生活介護
○ 共同生活介護
○○ 共同生活援助共同生活援助
○ 自立訓練
○ 就労移行支援
○ 就労継続支援
○ 旧知的障害者援護施設（更生、授産、福祉工場、、福祉工場、

通勤寮通勤寮）
○ 旧身体障害者更生援護施設（更生、療護、授産、

福祉工場）
○○ 旧精神障害者社会復帰施設（生訓、授産、福祉旧精神障害者社会復帰施設（生訓、授産、福祉

工場）工場）
○ 福祉ホーム
○ 移動支援事業
○ 身体障害者自立支援事業
○ 日中一時支援事業

○○ 一般病床一般病床
○○ 精神病床精神病床
○ 療養病床
○ 救護施設
○ 更生施設
○ 地域福祉センター
○ 隣保館デイサービス事業
○ のぞみの園
○ ハンセン病療養所
○ 原子爆弾被爆者養護ホーム
○ 原子爆弾被爆者デイサービス事業
○ 原子爆弾被爆者ショートステイ事業
○ 労災特別介護施設
○ 原爆被爆者家庭奉仕員派遣事業
○ 家政婦紹介所
○ 介護等の便宜を供与する事業（基準該当サービ

ス等）
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高齢者 障害者・児 その他

○ 生活サポート事業
○ 経過的デイサービス事業
○ 訪問入浴サービス事業
○ 地域活動支援児センター
○ 在宅重度障害者通所援護事業
○ 知的障害者通所援護事業
○ 居宅介護
○ 重度訪問介護
○ 行動援護
○ 外出介護

○ ボランティアとして従事した期間については、社会保障審議会福祉部会の意見を踏まえ、実務経験に含まないものとし、実務経験と

して算定できる期間は、雇用契約に基づき従事した期間に限るものとする。

※ 介護支援専門員の実務経験の算定に当たっては、ボランティアとして従事した期間も含むことができることとしている。
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Ⅹ 施行期日



94

Ⅹ 施行期日

○ 教育カリキュラムの見直し等については、平成２１年４月１日か
ら施行する。


